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Abstract 
 This article discusses the development of career education at Seisen Jogakuin College and evaluates the effect of its 
implementation. Career education has been discussed by Japanese academics since the 1990s as the government has 
emphasized career education of the youth. The increasing number of young adults who change jobs frequently (e.g. job 
hoppers) or stop working altogether  has become a social problem. As result, the government as well as educational 
institutions have undertaken a number of initiates concerning the implementation of career education in formal 
curriculum.  
The Seisen Jogakuin College introduced a career class in 2005 and has been modifying it in a search of a systematic 
approach. In 2014, a new curriculum for career education started in order to promote career development among 
students. As a core subject, the “Career Development” class has been offered every year, forming four-steps of learning. 
This article examines the idea of designing career education, and its practices and effects during the past two years, 
focusing on Career Development II and III. The results of questionnaire data show a slight increase of career 
consciousness among students and the increase of anxiety as well. This indicates a need for further modification of the 
career educational curriculum, and the importance of a class design, which encourages students to take the classes in a 
step by step manner for four years. 
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1． はじめに、 
日本において「キャリア教育」という文言が公的に登場し，その必要性が提唱されたのは，中央教
育審議会答申「初等中等教育と高等教育の接続の改善」（1999年12月）である（文部科学省 2011：11）。
その後2000年11月に、国立教育政策研究所生徒指導研究センターによる調査研究報告書『児童生徒の職業
観・勤労観を育む教育の推進について』において、「4領域8能力」（後述）と呼ばれるキャリア教育の基盤
が提示された。学校教育と職業生活の接続を進めることを目的としたこれらの方針は、後に高等教育にも
影響を及ぼしていった。2003年の文部科学省、厚生労働省、経済産業省および経済財政政策担当大臣によ
る若者自立・挑戦戦略会議で「若者自立・挑戦プラン」が策定されると、大学教育の現場でも具体的な取
り組みが進んでいった。「若者自立・挑戦プラン」では、「教育段階から職場定着に至るキャリア形成およ
び就職支援」のもとインターンシップを中心とした勤労観と職業観の育成をめざす教育プログラムが強化
されることになった。それまでの日本では、最終学歴と職業上の地位との関連に力点が置かれ、学校での
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学びを職業生活と結びつけて教育されていなかったという指摘がある（江藤 2008：200）。日本の大学で
は、キャリア教育は正規の教育の中で扱われることがなく、ましてや大学教員が携わることはなかったの
である。しかしながら、1990年代から2000年代に入りフリーターの増大、若者の早期離職率の上昇という
社会問題が顕在化し、若者の勤労観や職業観の未熟さと社会人としての基本的なマナーの欠如に対する対
策としてキャリア教育が望まれるようになった（江藤 2008：201）。つまり、大学教育においても、職業
レディネスを高めることが求められるようになったのである。2011年（平成23年）には、中央教育審議会
の答申「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方」が出され、大学・短期大学でキャリア教
育が本格的に導入されていった。 
こうしたキャリア教育推進の流れの中で、清泉女学院大学では2003年（平成15年）の開学時よりキャリ
ア教育のカリキュラム化について検討し、2005年には3年生向けの「キャリア・デベロップメント」の開講
とインターンシップを推進した。2008年にはキャリア支援センターが設立され、2013年からは、それまで
のキャリア教育の見直しを行い、4年間のキャリア科目の体系化を図った。本稿では、本学におけるキャリ
ア教育導入の背景と経緯を振り返り、2014年度から実施したキャリア科目について検証することで、今後
の課題について考察してみたい。 
 
2. キャリア教育導入の背景―キャリア教育理論と教育政策   
 本学に入学した学生には、なぜこの大学に入学したのかはっきりしない者が多くいる。他大学受験に失
敗したり、周りに流されてとりあえず大学進学をしたりというケースが少なくない。つまり、多く学生が
将来の目標や夢をもって大学に進学していないのである。こうした状況は本学に限った傾向ではない。大
学生のキャリア発達を研究している宮下は、大学入試センターのような画一的な基準のもとに進路選択を
迫られるようになったことで、現代の学生は自分の頭を使って意思決定をし、進路を決める必要性が低く
なったと指摘し、「自己吟味の欠落」と述べている（宮下 2010：45）。その結果として、入学後の学生た
ちの重要テーマは「自分探し」になっている。しかしながら、自分自身を吟味する習慣がなければ、それ
は容易なことではない。大学生活の終わりがみえるころ、多くの学生たちは自己理解や自己と社会の関わ
りについて未だ漠然とした状態で、就職活動に入っていく。それは、出口が間近に迫り、いやおうなしに
就職を迫られている状態である。 
 2000年代の就職氷河期といわれた状況は、正規雇用を困難にし、将来の職業的展望を持たない学生はフ
リーターになっていった。また早期離職の若者は、「給与に不満」「会社の将来に希望が持てない」「仕事が
きつい」「仕事が面白くない」「職場の人間関係がつらい」などを離職の理由にあげ、就職前に働くことの
意味や自己の人生について思いを巡らせていなかった状況を浮き彫りにした（宮下 2010：57-58）。 
若者のキャリア発達について代表的な研究がいくつかある。キンズバーグは、職業選択の発達段階を、
11歳から 18歳ごろを「暫定期」と述べ、将来の職業を決定するという課題を認識する時期であるとし、18
歳から 22歳ごろには自己の特徴と社会経済の間の調整と妥協が行われる「現実期」に入ると論じている（宮
下 2010：1-3）。スーパーは、職業的発達は秩序ある一つの型を持った、そして予測できる過程であると論
じ、キンズバーグの「暫定期」と「現実期」に重なる形で、青年期中期から成人前期に至る時期を「探索
段階」と呼んだ(Super 1953)。それは、希望する職業イメージを作り始める時期から一つの職業を実際に
行ってみる時期である。スーパーによると、それぞれのライフステージにおいて様々な決定が過去と未来
との関連の中でなされてキャリアは発達していく。つまり、昔も今も大学生はキャリア発達において「探
索」という順当な段階にあるといえる。しかしながら、1990年代以降の若者においてはフリーター化や早
期退職というキャリア形成上の問題が発生した。これは、キャリアの多様性や不確実性という現代社会の
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変化といえるものであり、若者への新たなキャリア形成支援の必要性を示していた（益田 2008）。 
その中で、「キャリア・アダプタビリティ」という概念が注目されるようになった。この概念はスーパー
が最初に唱えたものである。彼は、キャリア発達上のレディネス（準備状態）を職業的成熟と呼び、「探索
段階」にある若者は、社会的に必要とされる進路決定という課題に対するレディネスを高める必要がある
と論じた（全米キャリア発達学会 2013：97）。一方、社会人となった後のキャリア発達は、仕事経験に連
関して個別性が高く、多様な方向性をもつと論じ、その推進力を「キャリア・アダプタビリティ」という
新たな概念で説明したのである(岡田 2007：44)。後に、サビカスがこのスーパーの研究を引き継ぐかたち
で、社会の変化が著しく不確実な時代においては「キャリア・アダプタビリティ」の醸成がより重要であ
ると説き、ライフステージの探索段階にいる若者においても、キャリア・アダプタビリティは有効である
と論じた（堀越＆道谷 2007：193）。 
サビカスのキャリア理論（表1）は、「私に未来はあるのか」「だれが私の未来を所有しているのか」「私
はみずからの未来をどうしたいのか？」「私はそれを実現できるのか？」といったキャリア質問に否定的
な反応がある場合には、キャリア成熟度に問題があるとして、「方向づけの学習」、「思考決定訓練」、
「情報探究活動」、「自尊心の確立」といったキャリア支援の介入が有効であるとしている。一方、これ
らの質問に対して肯定的な反応がある場合は、関心、統制、好奇心、自信という4つの「アダプタビリティ
次元」を有し、各次元に即した「態度と信念」「能力」が個人の職業発達のリソースやレディネスとなって、
対処行動に繋がっていくと説いている。「計画的」、「決断的」、「探究的」、「効力感」という態度と信念の発
達が、計画能力、意志決断能力、探究能力、問題解決能力となり、キャリア形成の様々な局面に対処でき
るようになるのである。サビカスの「キャリア・アダプタビリティ次元」の考え方(Savickas 2004)は、キ
ャリア・アダプタビリティを高めることが不安定で不確実な時代に対応して生きるために重要であること
を説いており（益田 2008）、職業へのレディネスが問題となっている大学生のキャリア教育において大
いに参考になるものである。本学においても、若者のキャリア発達におけるキャリア成熟度を把握しなが
らキャリア支援を行うことは重要であり、態度を信念、そして能力の開発に務める必要がある。 
        表1 キャリア・アダプタビリティの次元（出典：堀越＆道谷 2007） 
 
 ところで、2000年に国立教育政策研究所が定めた「4領域8能力」は、2011年の中央教育審議会答申によ
り「基礎的・汎用的能力」に変更された（図1）。「基礎的・汎用的能力」は、「人間関係形成・社会形成能
力」「自己理解・自己管理能力」「課題対応能力」「キャリアプランニング能力」の4つの能力からなってい
る。この変更は、人生を通したキャリア発達の視点から社会的・職業的自立のために必要な能力を重視し
た結果であるといえる。答申書は、各学校はこれらの能力を参考にして、それぞれの課題を踏まえてキャ
リア教育を工夫するように述べている（文部科学省 国際教育政策研究所生徒指導研究センター「キャリ
ア発達にかかわる諸能力の育成に関する調査研究報告書」、第3章第2節（2））。さらに、中央教育審議会は
この「基礎的・汎用的能力」のほかに「基礎的・基本的な知識・技能」、そしてそれらの基盤となる「意欲・
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態度及び価値観」、「論理的思考力、創造力」「専門的な知識・技能」などが必要であるとしている。このよ
うに、キャリア教育は、4領域8能力に基づいた職業観や勤労観に焦点をあてたものから、他者や社会との
関わりの中で自分らしく生きるためのキャリア発達を目指すものに変化していったのである。  
  
図 1 「4領域 8能力」から「基礎的・汎用的能力」へ （出典：国立教育政策所作成資料「キャリア教育の新たな方向性」） 
 
こうした状況の中で、本学では 2005年からキャリア科目を導入した。当初は、企業人の講演を中心とし
た「キャリア・デベロップメント」と職場体験をする「インターンシップ」の 2科目を設置した。その後、
数回のカリキュラム改訂を経て、2011年に共通教養の中にキャリア科目群が作られた。その結果、2年次
「キャリア・デベロップメント基礎」、3年次「キャリア・デベロップメント展開」、4年次「キャリア・デ
ベロップメント実践」が「ビジネス実務」「キャリアマナ
ー」といった科目とともに設置されたのである。しかし
ながら「キャリア・デベロップメント」の授業について
は、学内にキャリア教育に精通する教員はなく、当初の
「キャリア・デベロップメント」の内容を引き継ぐ形で
「キャリア・デベロップメント展開」のみが、3年次必修
の授業として開講された。キャリア科目群の設置はした
ものの、実質的な科目導入が進まない中で、本学でもフ
リーター化する学生の顕在化と早期退職が問題化してい
った。                                    図 2 キャリア科目とその他科目の関係性                                             
そこで、2012年よりキャリア支援委員会主導で、キャリア教育に関する研修会参加や他大学の視察を実
施し、キャリア教育の再構築にむけて動きだした。2011年の中央教育審議会答申にある「基礎的・汎用的
能力」の育成を 4年間の大学教育にどのように反映させていくかを考える中で、キャリア科目とその他の
教養科目および専門科目との連動の重要性が見えてきた。加えて、人生を通したキャリア発達の視点から
キャリア教育を考え直し、勤労観・職業観に焦点を当てるだけでなく、自らの判断で未来を実現できる「キ
ャリア・アダプタビリティ」の習得をめざすキャリア教育体系の確立が検討されていった。その結果とし
て、図 2が示すように、キャリア系科目、学外活動、そしてその他授業が有機的に連動するように、大学
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教育全体のカリキュラムの中にキャリア教育は位置づけられた。そして、キャリア教育体系のもとにキャ
リア系科目を配置したカリキュラムツリーが作られた（図 3）。カリキュラムは、「キャリア形成系」「就活・
就業力系」「人間力系」の授業で構成されている。「キャリア形成系」の授業には、本学のキャリア教育の
核となる「キャリア・デベロップメント」と「インターンシップ」が配置され、人間関係形成能力、自己
理解と自己管理力、キャリア形成能力の育成に力をいれるものとなっている。「就活・就業力系」の授業は、
「ビジネス実務」「ビジネスマナー」という社会人としての基礎的知識と技能の習得めざしている。そして
「人間力系」の授業は「プロジェクト・マネジメント」や「ツーリズム実習」などの課題解決・対応型の
授業により、思考力、分析力、計画力を磨き、自己効力感を高めて社会形成力の育成を行うものとした。 
このようなキャリア教育についての考え方とカリキュラム計画案は、2013年度末の学内 FD研修会で説
明され、教員間の共通理解と共通認識づくりが行われた。その後、2015年度に新たな「キャリア・デベロ
ップメント」の授業が 1年次に導入されていった。 
 
                    図 3 キャリア教育体系 
 
3. 「キャリア・デベロップメント」の授業概要  
1）授業の目的 
「キャリア・デベロップメント」の授業は、4年間で「自己理解」「就労観」「職業観」「人生観」の 4ス
テップを踏むように計画されている。1年次の「キャリア・デベロップメント基礎Ｉ」は、学生が自身のこ
れまでを振り返り、今を理解して将来のイメージを作り、これからの大学生活の過ごし方を考えることを
目的としている。また、自己理解には他者からのフィードバックが貴重な気づきをもたらすことから、対
人コミュニケーションのトレーニングも本授業の目的となっている。2年次の「キャリア・デベロップメン
ト基礎 II」では、キャリア理論を学び、「人生」「働くことの意味」「自分らしさ」について考える。ここで
は、「キャリアデザイン」という考え方を教授し、働くことの意識づけを目的としている。そして 3年次の
「キャリア・デベロップメント展開」では、企業人や卒業生などから、就職活動や卒業後のキャリア人生
についての話を聞き、業種や職種への理解を深め、自らのキャリア選択を具体的に考えることを目指して
いる。最終ステップとなる 4年次の「キャリア・デベロップメント実践」では、社会人として生きていく
ための知識と技術を磨き、職業生活と個人生活の統合の視点から人生観を思索することを目的としている。
なお、3年次の「展開」は必修科目であるが、それ以外は選択必修科目となっている。 
前述のとおり、本学の学生には大学に入学した目的が明確でないものが多く、将来何をしたいのかが見
えていない。たとえ将来の夢や希望を持っていても、それが実現可能であると考えているものは少ない。
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このような状況は、学生たちがサビカスのいう「キャリア・アダプタビリティ次元」に問題を抱えている
ことを示しているといえる。そこで、自らの将来に関心を持ち、自分で自分の未来を有することに気づき、
具体的に未来をどうしたいのかを考え、自信をもって行動に移していけることが、本学のキャリア教育の
ゴールとなる。 
 
2）授業方法 
4つのキャリア・デベロップメントの授業は、キャリア発達の視点から受講者の内的成長を目的としてい
るため、全ての授業においてアクティブ・ラーニングを導入し、学生は毎回振り返りシートを記入し、小
グループでのディスカッションを通して学びの共有を行っている。振り返りシートについては、毎回コメ
ントをつけて学生に返却し、さらに主な学生の記述をまとめて、次の授業でフィードバックをするという
方法をとっている。以下、2015年度の 2年次「キャリア・デベロップメント基礎 II」と 3年次「キャリア・
デベロップメント展開」について述べる。 
「基礎 II」では、知識や理論に関するミニ講義に加えて、ロールモデル分析とプレゼンテーション、ラ
イフデザインゲームという課題にグループで取り組み、情報を共有し、互いの意見を尊重しながらゴール
を目指す活動を取り入れた。「展開」では、人生の先輩としてゲストを招き、学生同士が意見交換を行った。
さらに複数の県内企業の協力のもとで就労観や職業観をテーマとしたワークショップを 2 回実施して、社
会人と直接話しをする機会を作った。これに加えて、「基礎 II」と「展開」では雇用問題研究会の「就職レ
ディネスチェック」を使用した。これは、将来のキャリアと就職の意味を考えることを促進する就職活動
サポートツールである。このツールは、学生が自分の就職への準備状態をチェックし、モチべ―ションを
上げ、行動へとつなげることを目的として作成されている。本学では、2年次の春学期と 3年次の秋学期に
実施した。実施後、2年生は「基礎 II」で解説とそれを使ったワークショップを行い、今後のアクションプ
ランを立てた。3年生は、「展開」の第 1回目の授業で 2年次に作成したアクションプランの達成状況の振
り返り、15回目の授業で１回目と 2回目のチェック結果を比較して、自己の成長状況を確認した。そして
最後に、今後の就職活動に向けた新たなアクションプランを作成した。 
 
3）2015年度授業計画 
「基礎 II」と「展開」の授業計画は、表 2と表 3のとおりである。担当教員が外部講師やゲストの回の
授業の進行を行い、また担当する回の講師となった。「基礎 II」は、「女性と仕事」「ロールモデルに学ぶ」
「働き方」「キャリア・プランニング」の 4つテーマで授業を行った。ロールモデルの提示はキャリア発達
において重要であると考えられるため、特にロールモデルからの学びを重視した。国立女性教育会館が運
営する「女性のキャリア形成支援サイト」を使ってロールモデル分析の課題を 2回行い、その後グループ
でキャリアモデルとして著名人を選びその生き様を分析した。さらに、「キャリアしゃべり場」で卒業生 2
名から体験談を聞き、将来のイメージ作りをした。一方「展開」は、「キャリア形成」「働くとは」「就職活
動」の 3つのテーマで授業を行った。この授業では、社会人から人生の転機、働くことの意味、企業が求
める人材像についてリアルな話を聞く機会を多く設けた。さらに、間近に控えている就職活動の準備とし
て、業種・職種研究と履歴書の書き方といった実践的な内容を扱った。履歴書については、作成課題を 2
回出し、それぞれ担当教員が添削して返却した。 
 
 
 
???????????????　?13?
64
表 2 2015年度「キャリア・デベロップメント基礎 II」授業概要 
 
表 3 2015年度「キャリア・デベロップメント展開」授業概要 
 
 
4. 「進路調査アンケート」による効果測定結果と考察   
 学生のキャリア成熟度の把握と「キャリア・デベロップメント」科目の授業効果を測る目的で、2014年
と 2015年の秋に「進路アンケート調査」を全ての学生に対して実施した。質問項目は、清水（1990）の「進
路不決断尺度」から 30項目、浦上（1995）の「進路選択に対する自己効力感尺度」から 30項目、さらに
坂柳（1999）の「成人キャリア成熟尺度」27項目から大学生に適合する 25項目を選んで使用した。回答方
法は、「進路不決断尺度」と「成人キャリア成熟尺度」の質問項目では“よくあてはまる＝5”から“まっ
たくあてはまらない＝1”の 5件法を適用し、「進路選択に対する自己効力感尺度」の質問項目では“非常
に自信がある＝4”から“全く自信がない＝1”の 4件法を用いた。本稿では、2014年度から実施した「キ
ャリア・デベロップメント基礎 II」を中心に結果分析および考察を行う。過去 2回のアンケートの回収率
は、表 4のとおりである。 
        表 4 「進路アンケート調査」回収率 
  
テーマ 授業日 ゲスト講師
ガイダンス 1）　4/10
2）　4/14 産業カウンセラー
3）　4/24
4）　5/8
5）　5/15
6）　5/22 卒業生2名
7）　5/29
8）　6/5
9）　6/12
10）　6/19
11）　6/26 産業カウンセラー
12）　7/3
13）　7/10
14）　7/17
総括 15）　7/24
内容
授業の目的と概要の説明
女性と仕事
何のために働くか
結婚と仕事
子育てと仕事
人生の選択
ロールモデルに
学ぶ
「キャリアしゃべり場」（5歳・10歳上のロールモデル)
キャリアモデル分析の説明　
キャリアモデル分析の中間発表（グループワーク）
働き方
ワークライフバランス
人生とお金　「ライフサイクルゲーム」（グループワーク）
どう働くか
キャリア・プラ
ンニング
「就職レディネスチェック」の解説
キャリアモデル分析・プレゼンテーション（グループワーク）
キャリアビジョンを描く
総括-「アクションプラン」
学年 1年 2年 3年 4年 合計
2014年度 76% 66% 48% 49% 59%
2015年度 94% 76% 94% 49% 78%
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表 5 キャリア基礎Ⅱの受講有無に関する t検定の結果 
 
キャリア基礎Ⅱの受講有無による差の検討を行うために、進路不決断の各下位尺度得点について t検定を
行った。キャリア基礎Ⅱの受講学生と未受講学生では差が生じているのかについて検証する。その結果、
職業障害不安下位尺度（t = 1.80, df = 42, p < .10）は、キャリア基礎Ⅱを受講していない学生よりもキャリア
基礎Ⅱを受講した学生のほうが、低い有意差傾向が見られた（受講あり、Ｍ＝2.43。受講なし、Ｍ＝2.95）。
また、職業情報不足下位尺度（t = 2.48, df = 42, p < .05）は、キャリア基礎Ⅱを受講していない学生よりもキ
ャリア基礎Ⅱを受講した学生のほうが、有意に低い得点を示していた（受講あり、Ｍ＝2.60。受講なし、Ｍ
＝3.43）。また、職業決定不安や職業選択葛藤、職業相談希求、職業外的統制、自己効力尺度については、
平均値に有意な差は見られなかった。 
キャリア基礎Ⅱ前後の状態を確認していないため授業の影響まで確認することができない。そこで、本
稿ではいくつかの可能性を提起することを試みたい。キャリア・デベロップメントの授業では、「自分のキ
ャリアは自らの意思によって自ら作り出していくもの」であることをメッセージとして一貫して伝えてい
る。そのため、職業障害不安の減少については、授業効果の可能性がある。つまり、キャリア形成につい
て、「自分は、何を、どのように考えるのか」が重要であることを受講学生は理解したと推察できよう。次
に、職業情報不足については、キャリア基礎Ⅱを受講することで情報不足と有意に感じなくなった要因は、
キャリア基礎 IIでキャリア形成に関する情報をたくさん得られたと学生が認識したからだと言えよう。大
学卒業後に働くことだけに注目するのではなく、卒業後から高齢者になるまでの人生について注目し、各
ライフステージにおける課題や論点、可能性についての考えを深めていくことを授業で展開した結果であ
ると考察される。授業内容が有益なものとなったのかどうかまでは更なる残された課題であるが、少なく
とも情報を得て知識を獲得することには成功した可能性は成果として指摘できよう。今後、授業前後の状
態を調査することに加え、受け取った情報について学生はどのように咀嚼しているのか、また自らの成長
に対してどのように知識をつなげてキャリア形成に役立てているのかについて調べていくことで、情報を
得たという状態を意味あるものに改善することができると考える。職業決定不安などについては、平均値
に有意な差は確認できなかった。したがって、キャリア基礎 IIを受講するだけでは、不安や葛藤を無くす
???????????????　?13?
66
ことはできず、また自己に対する信頼感や有能感を高めることは現状ではできていないと言える。 
 表 6 キャリア基礎Ⅱの受講有無に関する相関係数の結果 
 
次に、上述の 7つの項目について相関関係の分析を行った。分析の結果、キャリア基礎 IIを受講してい
ない学生は、職業決定不安と自己効力感との間に相関関係を確認することができた。他方、キャリア基礎
IIを受講した学生は、職業決定不安と自己効力感とに相関関係がなかった。このことから、キャリア基礎
IIを受講しない学生は、職業決定不安の原因を自分に自信がないことに求めているが、キャリア基礎 IIを
受講した学生は職業不安の原因については、自分に対する自信の有無に相関関係は確認できなかった。当
分析についても、キャリア基礎 IIを受講する前後に調査を行っていないため、この結果が授業の影響によ
るものなのかまでは確認することはできない。ただし、上述のとおり、キャリア・デベロップメントの授
業では、「自分のキャリアは自らの意思によって自ら作り出していくもの」であることを一貫して伝えてい
る。そのため、キャリア形成について、自ら考え、自ら歩むべきキャリアを導くことの重要性を受講学生
は理解したと推察できよう。しかし、上述の t検定の分析結果から、受講の有無に関係なく、職業に対する
不安と自己効力感との間に有意差を確認することはできなかった。つまり、受講の有無に関係なく、職業
に対する不安は改善・解消されておらず、自己効力感は高まっていない。このことから、職業決定不安と
自己効力感との相関関係について、キャリア基礎 IIを受講していない学生には確認できるが、受講した学
生に確認できないことの要因は、自己に対する信頼感や有能感の有無によるものとは言えない。キャリア
形成における学生の視点をずらすことに成功したのではないかと推察する。つまり、キャリア基礎Ⅱを受
講した学生にとって、職業決定不安が自己に対する有能感に起因するものではないと言えよう。 
 
5． まとめ 
本稿は、2014年度から実施されているキャリア教育カリキュラムを検証する目的で執筆した。この 10
年間にわたる本学のキャリア教育は、中央教育審査会の答申を受け、21世紀の日本の高等教育の流れとと
もに発展してきたものである。その中で、本学はキャリア理論に基づき、「キャリア」を人生と捉えたキャ
リア発達の視点で教育プログラムを構築してきた。中央教育審議会の答申により定められた「基本的な汎
用能力」は、人生を通じたキャリア発達の中で社会的・職業的自立に必要な力であることは間違いない。
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しかしながら、そうした能力を養
成する基盤として、サビカスが
「キャリア質問」として述べてい
る、未来の存在認識、未来の所有
感、未来での希望、その希望を実
現する自信に対してポジティブに答えられる内面的発達が職業レディネスとして重要だと考える。「希望学」
を唱える玄田氏はその著書の中で、「仕事に対する希望の保有が、個人にとってやりがいに出合いやすくな
るという効果をもつ」と述べ、希望が失望や挫折を経験させ個人と仕事の優れたマッチングがもたらされ
ると論じている（玄田 2006：70-71）。仕事のやりがいは、自己効力感を生み、行動力に結びついていく。
地方の私立大学のキャリア教育の現状について調査した白井は、「マージナル大学」へと進学することにな
った学生の複雑な心境と将来に対する不安を報告している（白井 2015：94）。本学の学生も同じような状
況で、将来に対する不安は大きいと推測できる。よって、本学のキャリア教育が目指すことは、学生たち
が将来に対する不安感をなくし希望をもって前へ進むことである。 
今回の「進路アンケート調査」の分析は、調査計画の不十分さとデータ不足のため「キャリア・デベロ
ップメント基礎 II」の受講による職業決定不安や職業選択葛藤、職業相談希求、職業外的統制、自己効力
感への効果を確認することはできなかった。しかしながら、「キャリア・デベロップメント基礎 II」におい
て情報提供がなされたことで、職業に対する不安をいくらか解消できている可能性があることが分かった。
授業を受講した学生は、広く情報を得たことで客観的に自らの未来について考えらえるようなったといえ
る。本学のキャリア教育は、1年次から 4年次までの積み上げ式でプログラムを組んでおり、継続的な受講
による効果を見込んでいる。特に、キャリア科目の中心にある「キャリア・デベロップメント基礎Ｉ」か
ら「キャリア・デベロップメント実践」までの受講による職業レディネスの高まりを目指している。しか
しながら、これまでの受講者数をみると、基礎 IIの受講者数が他に比べて少ない（表 7）。このことは本学
のキャリア教育カリキュラムが十分機能する状態にないことを示している。課題として、まず受講者の数
が基礎 Iから基礎 IIで減る理由を追求し、授業改善をして基礎 IIの受講生数を上げていく必要がある。 
いうまでもなく「キャリア・デベロップメント」科目だけで、キャリア教育がなされるものではない。
その他の科目などと連動した多面的なアプローチで学生のキャリア発達を促してしていく必要がある。そ
の結果として、将来への希望とそれを実現する自信、つまり自己に対する信頼感や有能感を学生は有する
ことができると考える。今後、調査方法を見直し、4年間通じた「キャリア・デベロップメント」のデータ
を蓄積して授業効果をさらに確認していきたい。 
 
引用文献 
江藤智佐子（2008）「高等教育におけるキャリア教育」 『筑紫女学園大学・筑紫女学園大学短期大学部紀要』 3：195-203. 
玄田有史（2006）『希望学』中公新書ラクレ. 
国立教育政策所（2011）「キャリア教育の新たな方向性」[https://www.nier.go.jp/shido/centerhp/23career_shiryou/8_P14_P15.pdf]． 
堀越弘＆道谷里英 (2007)「マーク・サビカス：キャリア構築理論」渡辺三枝子編著『新版キャリアの心理学』ナカニシヤ出版、pp.173-197． 
益田勉（2008）「キャリア・アダプタビリティと組織内キャリア発達」『人間科学研究』文教大学人間科学部 30：67-78. 
岡田昌毅（2007）「ドナルド・スーパー：自己概念を中心としたキャリア発達」渡辺三枝子編著『新版キャリアの心理学』ナカニシヤ
出版、pp.23-46． 
ＣＤ基礎Ｉ ＣＤ基礎ＩＩ（旧CD基礎） ＣＤ展開 ＣＤ実践
2013 ― 11 67 ―
2014 32 13 62 ―
2015 39 19 77 ―
表 7 「キャリア・デベロップメント」科目受講者数 
???????????????　?13?
68
坂柳恒夫（1999）「成人キャリア成熟尺度（ACMS）の信頼性と妥当性の検討」『愛知教育大学研究報告』48：115-122. 
文部科学省（2011）「第一章 キャリア教育とは何か」『高等学校キャリア教育の手引き』、
[http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/career/1312816.htm]． 
文部科学省（2014）「大学における教育内容等の改善状況について（概要）」、
[http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/daigaku/04052801/__icsFiles/afieldfile/2015/03/26/1353488_1.pdf]． 
Savickas, M. (2004) “The theory of Practice of Career Construction” Steven D.Brown, Robert W.Lent (eds) Career Development and Counseling: 
Putting Theory and Research to Work , 42-70. NJ: John Wiley & Sons． 
清水和秋(1990)「進路不決定尺度の構成―中学生について」『関西大学社会学部紀要』34：63-81. 
白井章詞 (2015)「キャリア教育と学生の進路変更―地方の私立大学でのキャリア教育科目を事例としてー」『キャリアデザイン研究』
11：87-96. 
Super, D.E. (1953)）“A theory of vocational development” American Psychologist  8(5):185-190. 
浦上昌則 (1995)「学生の進路選択に対する自己効力に関する研究」『名古屋大学教育学部紀要』42：115-126. 
全米キャリア発達学会 (2013)『D.E.スーパーの生涯と理論』仙崎武、下村英雄（編訳）図書文化社. 
（受付日：2016年 2月 24日） 
 
 
 
???????におけるキャリア??の??に?する???
69
